
様式第１号（要綱第２条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型） 事業者ＩＤ： 0290

（宛先）神奈川県知事

（提出者）

１　事業者の名称等

代 表 者 氏 名

■ 業務 部門

□ 部門

□ 部門

２　事業の規模等

48,758 ｋL

903 ｋL

台

台

３　計画の期間

計 画 の 期 間 2025 年度～ 2027 年度 （基準年度： 2024

４　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本方針

ICT企業による環境活動への期待と責任は社会的に大きくなっています。私たちは、「環境宣言」および

「新環境目標」を設定・公表し、脱炭素社会の推進、循環型社会の推進に加え、自然との共生（生物多様性

の保全）という3つのテーマを重視した多面的な取り組みを進めています。

詳細は、https://www.ntt.com/about-us/csr/sustainability/policy/environment.html　参照

対 象 自 動 車

の 使 用 台 数

原 油 換 算 エ ネ ル ギ ー

使 用 量 の 合 計 量

事業の規模

代 表 者 役 職

神奈川県地球温暖化対策推進条例第11条第１項の規定により、次のとおり提出します。

事業者の住所又は主たる事務所の所在地

代 表 者 氏 名

横浜市・川崎市を除く県域

全　県

横浜市・川崎市を除く県域

全　県

条例施行規則第２条第１項第３号

条例施行規則第２条第１項第２号

条例施行規則第２条第１項第１号
条 例 施 行 規 則 第 ２ 条 第 １ 項

各 号 の う ち 該 当 す る 号 等

小島　克重

事 業 者 の 氏 名

又 は 名 称

□

年度）

□

■

□

対象区域

住 所 東京都千代田区大手町二丁目3番1号

NTTドコモビジネス株式会社

37 通信業

G 情報通信業

事業活動温暖化対策計画書

代表取締役社長

法 人 ・ 団 体 名 NTTドコモビジネス株式会社

小島　克重

主 た る 事 業 の 業 種
中分類

大分類

（第１面）

法 人 ・ 団 体 名

代 表 者 役 職

東京都千代田区大手町二丁目3番1号

代表取締役社長



５－１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための対策に係る事項（第１号又は第２号該当事業者）

(１)　比較年度等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の量

(基) tCO2

（ 2013 (調) tCO2

(基) tCO2

（ 2022 (調) tCO2

(基) tCO2

（ 2023 (調) tCO2

(２)　エネルギー起源二酸化炭素の排出の量の削減目標及び排出の状況

(基) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(調) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％ ％

※1) 基準年度以前の排出量データがない場合は、データが入力されている期間の平均値

(３)　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための主な対策

(４)　エネルギー管理指定工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の状況（基礎排出量）

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

1.0

第２年度 第３年度

計画

対策区分 内容

過去からの排出量削減

率 ( 比 較 年 度 比 ) 71.6

湘南藤沢ビル 神奈川県藤沢市

0 0

運 用 対 策

0 0

運 用 対 策

高効率整流装置の導入を計画的に実施す

る。

受変電設備の更改時、現状を踏まえて最

適な設備導入を検討する。

高効率空調設備の導入を計画的に実施す

る。

SmartDASHシステム（空調自動制御シ

ステム）により、温度センサーからホッ

0

第３年度

0

設 備 導 入 等 対 策

設 備 導 入 等 対 策

不要設備の稼働を休止し、稼働設備数を

減らすことで節電を図る。

設 備 導 入 等 対 策

0 0

直近の 排出 量削 減率

（直近３年平均※ 1）

1.0

基 準 年 度 の 前 年 度 の 排 出 量 2,360

年度) 2,010

3.0

排 出 量
1,160

計画

基 準 年 度 比

削 減 率

1,125

1,160 1,125

基準年度 目標年度

3.0

1,740 0 0 0

名称 所在地
計画 実績

基準年度 第１年度 第２年度

（第２－１面）

比 較 年 度 の 排 出 量 4,090

年度) 4,080

基 準 年 度 の 前 々 年 度 の 排 出 量 2,490

年度) 2,480

実績

71.6 72.5

実績

第１年度

72.4

第１年度 第２年度 第３年度

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0



５－２　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための対策に係る事項（第３号該当事業者）

(１)　比較年度等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の量

(基) tCO2

（ (調) tCO2

(基) tCO2

（ 2022 (調) tCO2

(基) tCO2

（ 2023 (調) tCO2

(２)　エネルギー起源二酸化炭素の排出の量の削減目標及び排出の状況

(基) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(調) tCO2 tCO2 tCO2 tCO2 tCO2

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％

(基) ％ ％ ％ ％ ％

(調) ％ ％ ％ ％ ％

※2) 基準年度以前の排出量データがない場合は、データが入力されている期間の平均値

(３)　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための主な対策
計画 実績

対策区分 内容 第１年度 第２年度

比 較 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 の 前 々 年 度 の 排 出 量

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

年度)

基 準 年 度 の 前 年 度 の 排 出 量

年度)

基 準 年 度 比

削 減 率

排 出 量

直近の 排出 量削 減率

（直近３年平均※ 2）

第３年度

過去からの排出量削減

率 ( 比 較 年 度 比 )

（第２－２面）



６－１　エネルギーの使用の合理化に係る事項（第１号又は第２号該当事業者）

(１)　エネルギー消費原単位の指標

(２)　エネルギー消費原単位の改善目標及び改善の状況

% % % %

%※4 ％ ％ ％

※3) 複数指標を設定した場合、基準年度のエネルギー消費原単位を100と表示。　※4) 年率

６－２　エネルギーの使用の合理化に係る事項（第３号該当事業者）

(１)　エネルギー消費原単位の指標

(２)　エネルギー消費原単位の改善目標及び改善の状況

% % % %

%※5 ％ ％ ％

※5) 年率

７－１　再生可能エネルギー等の利用又は導入に係る事項（第１号又は第２号該当事業者）

(１)　工場等における使用電力量に占める再生可能エネルギー由来の電力量等の割合

％ ％ ％ ％ ％

７－２　再生可能エネルギー等の利用又は導入に係る事項（第３号該当事業者）

(１)　乗用自動車における電気自動車及び燃料電池自動車の導入状況（対象年度末時点）

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

台 台 台 台 台

% % % % %

(２)　バス及び貨物自動車における電気自動車及び燃料電池自動車の導入状況（対象年度末時点）

台 台 台 台 台

（第３面）

改 善 率 ( 対 基 準 年 度 比 )

千kWh

割 合 34 40

③その他

②燃料電池自動車

所有台数

1.0

kL/千kWh kL/千kWh kL/千kWh kL/千kWh

3.0

指 標 の 名 称

指 標 の 単 位

計画

第３年度

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

通信負荷電力量

指 標 の 単 位

kL/ kL/ kL/ kL/

実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度

kL/千kWh

改 善 率 ( 対 前 年 度 比 )

エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位 ※ 3 0.6167 0.5982

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

kL/

改 善 率 ( 対 前 年 度 比 )

エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単 位

改 善 率 ( 対 基 準 年 度 比 )

指 標 の 名 称

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

①電気自動車

①・②の割合

所有台数の合計 0 0 0 0 0

－ － － － －

計画 実績

基準年度 目標年度 第１年度 第２年度 第３年度



８　2050年までの脱炭素社会の実現に寄与する中長期的な取組に係る事項

(１)　2050年までの脱炭素化の表明（対象年度末時点）

年度 年度 年度 年度 年度

(２)　2050年までの脱炭素化を前提とした中長期計画の策定及び公表（対象年度末時点）

(３)　SBT等イニシアティブに関する取組（対象年度末時点）

(４)　サプライチェーン全体での削減の取組

※SC：サプライチェーンの略

９　地域の地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項
計画 実績

取 組 の 内 容

基準年度 目標年度

取 組 の 有 無

実績

目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

有り

実績

目標年度 第１年度

計画

第２年度 第３年度

公表

無し

SC排出量開示等による関係者

へ の 削 減 要 請

SC 排 出 量 算 定 に よ る

削 減 対 象 の 特 定

計画

基準年度

有り

RE Action へ の 参 加 無し

主 た る 表 明 者 自ら

その他の場合の内容

有り

有り

TCFD 提 言 へ の 賛 同 有り

無しRE100 へ の 参 加

そ

の

他

SC 全 体 の 排 出 量 削 減

目 標 の 設 定

無し

無し 未定

有り有り

有り 有り

第１年度 第２年度 第３年度

その他の場合の内容

URL

その他

表明に係る

情報掲載先

第３年度

その他

https://www.ntt.com/about-us/csr/sustainability/policy/environment.html

計 画 の 策 定 等 の 状 況 公表

実績

SBT 認 定 の 取 得 有り

目標年度 第１年度 第２年度

（第４面）

実績

目標年度 第１年度 第２年度 第３年度

2040

公表に係る

情報掲載先

URL

基準年度

https://www.ntt.com/about-us/csr/sustainability/policy/environment.html

脱 炭 素 化 の 表 明 の 有 無 有り

計画

基準年度

脱 炭 素 化 目 標 年 度 2040

計画

基準年度

有り

主 た る 策 定 者 自ら


